
 

下　関　市　工　業　用　水　道　事　業　会　計 

 

1　事業の概要 

(1)　給水業務の状況 

給水業務の状況は、次表のとおりである。 

 

 

 

当年度の給水業務の状況をみると、給水社数は前年度と同数の 8 社となっている。給水社

別の 1 日契約水量は林兼産業㈱ 3,700 ㎥、下関三井化学㈱ 5,310 ㎥、キャボットジャパン

㈱ 1,200 ㎥、彦島製錬㈱ 4,500 ㎥、下関市 1,000 ㎥、下関バイオマスエナジー(同) 5,100

㎥、オルネクスジャパン㈱ 500 ㎥、㈱シマノ 1,500 ㎥で、その合計は 2 万 2,810 ㎥であり、

前年度と同量になっている。また、1 日配水能力のうち、1 日契約水量が占める割合を示す契

約率は前年度と同率で 95.0％となっている。配水管延長は、1 万 832m で前年度から 106m 増

加している。 

総配水量は 705 万 7,344 ㎥、総使用水量は 696 万 1,792 ㎥となっている。前年度と比較

し、総配水量は 4 万 5,924 ㎥（△ 0.6％）、総使用水量は 4 万 5,044 ㎥（△ 0.6％）減少し

ている。なお、総配水量のうち使用された水量の割合を示す使用率は 98.6％で、前年度と同

率となっている。 

 

 

 

 

給 水 社 数 8 社 8 社 0 社 100.0

総 配 水 量 Ｃ 7,057,344 ｍ3 7,103,268 ｍ3 △ 45,924 ｍ3 99.4

総 使 用 水 量 Ｄ 6,961,792 ｍ3 7,006,836 ｍ3 △ 45,044 ｍ3 99.4

１ 日 契 約 水 量 Ｅ 22,810 ｍ3 22,810 ｍ3 0 ｍ3 100.0

１ 日 配 水 能 力 Ｆ 24,000 ｍ3 24,000 ｍ3 0 ｍ3 100.0
使 　　用 　　率

( Ｄ / Ｃ ) 98.6 % 98.6 % 0.0 P
契　 　約　 　率

( Ｅ / Ｆ ) 95.0 % 95.0 % 0.0 P

配 水 管 延 長 10,832 ｍ 10,726 ｍ 106 ｍ 101.0

給 水 業 務 実 績 の 年 度 比 較 表

令和７年度 令和６年度
対前年度
比較増減

前年度対比

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ  Ａ/Ｂ（%）

　　－

　　－

区　　　　分
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(2) 施設の稼働状況 

施設の稼働状況は、次表のとおりである。 

 

施設の平均的な利用状況を示す施設利用率は 80.6％で、前年度と比較し 0.5 ポイント低

下しており、施設の稼働効率を示す負荷率は 91.5％で、前年度と比較し 1.2 ポイント上昇

している。また、施設能力に対する最大稼働実績を示す最大稼働率は 88.0％で、前年度と比

較し 1.8 ポイント低下している。 

 

(3) 建設改良事業の執行状況 

　　  当年度に実施した建設改良事業は、配水施設工事として、工業用水道 250mm 計量器取替業

務等で、事業費 1,390 万 700 円を執行し、耐震化工事として、細江町二丁目 500mm 工業用水

道配水管耐震化工事（第 1 工区）等（500mm～300mm　125.1ｍ）を施行し、事業費 1 億 3,470

万 3,221 円を執行している。  

１日 最 大 配 水 量 Ｃ 21,128 ｍ3 21,556 ｍ3 △ 428 ｍ 3 98.0

１日 平 均 配 水 量 Ｄ 19,335 ｍ3 19,461 ｍ3 △ 126 ｍ 3 99.4

１ 日 配 水 能 力 Ｅ 24,000 ｍ3 24,000 ｍ3 0 ｍ 3 100.0

施　設　利　用　率 
( Ｄ / Ｅ ) 80.6 % 81.1 % △ 0.5 P  － 

負　　　荷　　　率 
( Ｄ / Ｃ ) 91.5 % 90.3 % 1.2 P  － 

最　大　稼　働　率 
( Ｃ / Ｅ ) 88.0 % 89.8 % △ 1.8 P  － 

施 設 の 稼 働 状 況 の 年 度 比 較 表

令和７年度 令和６年度
対前年度
比較増減

前年度対比

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ  Ａ/Ｂ（%）

区　　　　分
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２　予算の執行状況 

当年度の予算執行状況は次のとおりである。なお、地方公営企業法施行令第 1７条第２項に　

より、予算は収益的収支と資本的収支に区分されており、収益的収支には事業年度内における

経営活動による全ての収益とそれに対応する費用が計上され、資本的収支には、それ以外の貸

借対照表勘定に属する取引などが計上されている。 

 

(1)　収益的収入及び支出 

　　　収益的収入及び支出の予算執行状況については、次表のとおりである。（別表１．Ｐ56～57

を参照） 

 

 

 

  工業用水道事業収益は、予算額 3 億 1,588 万 8,000 円に対し、決算額 3 億 1,618 万 8,267

円で執行率は 100.1％、工業用水道事業費用は、予算額 2 億 8,848 万 9,000 円に対し、決算

額 2 億 7,391 万 2,299 円で、執行率は 94.9％となっている。 

収支差引額は、予算では 2,739 万 9,000 円の見込みが、決算では 4,227 万 5,968 円となっ

ている。 

工業用水道事業費用において、不用額が 1,457 万 6,701 円生じているが、これは主に修繕

費が見込みを下回ったものである。 

315,888,000 316,188,267 300,267 100.1

営 業 収 益 301,679,000 301,679,070 70 100.0

営 業 外 収 益 14,199,000 14,499,611 300,611 102.1

特 別 利 益 10,000 9,586 △ 414 95.9

288,489,000 273,912,299 14,576,701 94.9

営 業 費 用 281,297,000 272,426,935 8,870,065 96.8

営 業 外 費 用 2,179,000 1,485,364 693,636 68.2

特 別 損 失 13,000 0 13,000 0.0

予 備 費 5,000,000 0 5,000,000 0.0

27,399,000 42,275,968

 収 益 的 収 入 及 び 支 出
（単位：円）

予算額との比較 執行率

予 算 額 決 算 額 収入:Ｂ-Ａ Ｂ/Ａ

Ａ Ｂ 支出:Ａ-(Ｂ+Ｃ) （%）

工業用水道事業収益 Ｄ

工業用水道事業費用 Ｅ

収支差引額　(Ｄ－Ｅ） 

区　　分
翌年度への　　　
繰　越　額

Ｃ
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(2)　資本的収入及び支出 

資本的収入及び支出の予算執行状況については、次表のとおりである。（別表１．Ｐ56～57

を参照） 

 

 

資本的収入は、予算額 2 億 2,366 万円に対し、決算額 1 億 454 万 4,506 円で、執行率は

46.7％となっている。 

資本的支出は、予算額 3 億 694 万 9,300 円に対し、決算額 1 億 4,860 万 3,921 円で、執

行率は 48.4％となっており、これの主な理由は、施行中の工事が地中の支障物対応で工期

延伸し、翌年度へ繰越（ 1 億 5,658 万 5 千円）したことによるものであり、不用額の主な

理由は、人件費の減によるものである。 

資本的収支において、資本的収入額が資本的支出額に不足する額 4,405 万 9,415 円は、

当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 1,278 万 5,983 円、過年度分損益勘定留

保資金 1,444 万 7,371 円及び当年度分損益勘定留保資金 1,682 万 6,061 円で補塡されてい

る。 

 

223,660,000 104,544,506 △ 119,115,494 46.7

企 業 債 212,400,000 96,800,000 △ 115,600,000 45.6

工 事 負 担 金 11,260,000 7,744,506 △ 3,515,494 68.8

306,949,300 148,603,921 156,585,000 1,760,379 48.4

建 設 改 良 費 306,949,300 148,603,921 156,585,000 1,760,379 48.4

△ 83,289,300 △ 44,059,415

資 本 的 収 入 及 び 支 出
（単位：円）

予算額との比較 執行率

区　　分 予 算 額 決 算 額 収入:Ｂ-Ａ Ｂ/Ａ

Ａ Ｂ 支出:Ａ-(Ｂ+Ｃ) （%）

資 本 的 収 入 Ｃ

資本的支出 Ｄ

差　引(Ｃ－Ｄ)

翌年度への　　　

繰　越　額

Ｃ

40



 

(3)　その他予算の執行状況 

地方公営企業法施行令第１７条第１項に規定される予算のうち、企業債等の執行状況は次

表のとおりであり、いずれも議決予算額の範囲内で執行されている。 

 

（単位：円）

議決予算額 執  行  額

企 業 債 115,600,000 115,600,000 

38,379,000 33,507,721 

28,000 

1,070,000 850,520 

そ の 他 予 算 の 執 行 状 況 表

区　　　　　　分

耐 震 化 事 業

職 員 給 与 費

交 際 費

た な 卸 資 産 購 入 限 度 額

注　企業債の執行額については、翌年度への繰越額に係る財源充当額である。

議 会 の 議 決 を 経 な け れ ば
流用することのできない経費
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３  経　営　状　況 

(1)　経 営 成 績 

損益計算書をもとに作成した経営状況については、次表のとおりである。（別表２．Ｐ58～

59を参照） 

 

 

当年度の総収益は 2 億 8,303 万 3,307 円で、前年度と比較し 5 万 8,828 円（ 0.0％）増加

し、総費用は 2 億 5,362 万 642 円で、前年度と比較し 55 万 665 円（ 0.2％）増加している。

この結果、当年度の純利益は 2,941 万 2,665 円であった。 

事業の収益性をみると、総収支比率は 111.60％、経常収支比率は 111.59％であり、営業

収支比率は 108.77％である。 

前年度と比較し、総収支比率は 0.22 ポイント低下し、経常収支比率は 0.23 ポイント低下

し、営業収支比率は 0.39 ポイント上昇している。  

前年度

対比(%)

Ａ 283,033,307 282,974,479 58,828 100.0

営業収益 Ｂ 274,253,700 274,261,400 △ 7,700 100.0

営業外収益 Ｃ 8,770,021 8,704,476 65,545 100.8

特別利益 Ｄ 9,586 8,603 983 111.4

Ｅ 253,620,642 253,069,977 550,665 100.2

 営業費用 Ｆ 252,135,278 253,064,733 △ 929,455 99.6

 営業外費用 Ｇ 1,485,364 0 1,485,364 皆増 

 特別損失 Ｈ 5,244 △ 5,244 皆減 

22,118,422 21,196,667 921,755 104.3

7,284,657 8,704,476 △ 1,419,819 83.7

Ｉ 29,403,079 29,901,143 △ 498,064 98.3

Ｊ 9,586 3,359 6,227 285.4

Ｋ 29,412,665 29,904,502 △ 491,837 98.4

Ｌ 147,084,369 134,248,817 12,835,552 109.6

Ｍ 29,904,502 17,068,950 12,835,552 175.2

146,592,532 147,084,369 △ 491,837 99.7

 総収支比率　　(Ａ/Ｅ) 111.60% 111.82% △ 0.22P 　　－

 営業収支比率　(Ｂ/Ｆ) 108.77% 108.38% 0.39P 　　－

 経常収支比率　(Ｂ＋Ｃ) / (Ｆ＋Ｇ) 111.59% 111.82% △ 0.23P 　　－

経　　営　　状　　況　　表
（単位：円）

 総収益

 総費用

 営業損益　　　(Ｂ－Ｆ)

 営業外損益　　(Ｃ－Ｇ)

 経常損益　　　(Ｂ＋Ｃ)－(Ｆ＋Ｇ)

 特別損益　　 （Ｄ－Ｈ）

 当年度純利益 〔△損失〕　(Ｉ＋Ｊ)

 前年度繰越（未処分）利益剰余金

 前年度未処分利益剰余金処分額

 当年度未処分利益剰余金　(Ｋ+Ｌ－Ｍ)

 区　　　分 令和７年度 令和６年度
対前年度
比較増減

収
益

比

率
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(2)　営 業 損 益 

　　 営業収益は 2 億 7,425 万 3,700 円で、前年度と比較し 7,700 円（ 0.0％）減少している。

これは主に、受託給水工事収益が皆減したことによるものである。 

営業費用は 2 億 5,213 万 5,278 円で、前年度と比較し 92 万 9,455 円（△ 0.4％）減少し

ている。これは、減価償却費が減少したことによるものである。 

営業収益から営業費用を差し引いた営業損益は 2,211 万 8,422 円の利益となっている。 

 

(3)　営 業 外 損 益 

営業外収益は 877 万 21 円で、前年度と比較し 6 万 5,545 円（ 0.8％）増加している。 

営業外費用は 148 万 5,364 円で、前年度と比較し皆増している。営業外費用の主なもの

は、支払利息及び企業債取扱諸費 1,483,690 円である。 

営業外収益から営業外費用を差し引いた営業外損益は 728 万 4,657 円の利益となってお

り、利益は前年度と比較し 141 万 9,819 円（△ 16.3％）減少している。 

 

以上のとおり、営業損益、営業外損益ともに利益となっており、営業収益及び営業外収益

から営業費用及び営業外費用を差し引いた経常損益は 2,940 万 3,079 円の利益となってい

る。 

 

(4)　特 別 損 益 

　　　特別利益は 9,586 円で、前年度と比較し 983 円（ 11.4％）増加している。 

特別損失は前年度と比較し、皆減している。 

特別利益から特別損失を差し引いた特別損益は 9,586 円の利益となっている。 

 

(5)　剰 余 金 等 

　　　前年度繰越（未処分）利益剰余金 1 億 4,708 万 4,369 円は、議会の議決を経て、建設改良

積立金への積立として 2,990 万 4,502 円を処分したため、繰越利益剰余金は 1 億 1,717 万

9,867 円となり、当年度純利益 2,941 万 2,665 円を加えた 1 億 4,659 万 2,532 円が当年度未

処分利益剰余金となっている。  

また、利益積立金は前年度から増減はなく、当年度末残高は 1,392 万円、建設改良積立金

は、 2,990 万 4,502 円増の 1 億 1,877 万 5,294 円となっている。 

利益剰余金の年度比較並びに総収益、総費用及び利益剰余金の推移は、それぞれ次表のと 

おりである。 
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利 益 積 立 金 13,920,000 13,920,000 0 100.0

建 設 改 良 積 立 金 118,775,294 88,870,792 29,904,502 133.6

当年度未処分利益剰余金 146,592,532 147,084,369 △ 491,837 99.7

利 益 剰 余 金 合 計 279,287,826 249,875,161 29,412,665 111.8

利 益 剰 余 金 の 年 度 比 較 表
（単位：円）

令和７年度 令和６年度
対前年度
比較増減

前年度対比

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ Ａ/Ｂ (%)

区　　　分

282 283 284 283 283255 272 267 253 254

258 268
220

250

279

0

100

200

300

400

500

（単位：百万円）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

0

100

200

300

（単位：百万円）総収益・総費用・利益剰余金の推移

総収益 総費用 利益剰余金
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(6)　原 価 計 算 

有収水量 1 ㎥当たりの供給単価、給水原価及び料金回収率の状況は、次表のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

有収水量 1 ㎥当たりの供給単価は 32.94 円、給水原価は 30.22 円となっている。供給単価

と給水原価の差でみると、1 ㎥当たり 2.72 円の差益が生じており、前年度と比較し 0.06 円

減少している。 

また、料金回収率は 108.99％で、前年度と比較し 0.24 ポイント低下している。 

なお、供給単価、給水原価及び料金回収率の推移は次のグラフのとおりである。 

 

 

 

32.94   － 32.94   － 0.00 100.0

30.22 100.0 30.16 100.0 0.06 100.2

職 員 給 与 費 3.04 10.1 2.99 9.9 0.05 101.7

支 払 利 息 0.18 0.6 0.0 0.18 皆増

減価償却費 2.41 8.0 2.69 8.9 △ 0.28 89.6

受 水 費 23.89 79.1 23.89 79.2 0.00 100.0

そ の 他 0.70 2.3 0.58 1.9 0.12 120.7

2.72   － 2.78   － △ 0.06   －

108.99 %   － 109.23 %   － △ 0.24 P   －

注・有収水量＝年間総契約水量

　・供給単価＝給水収益／有収水量

　・給水原価＝給水費用／有収水量

　・給水費用＝経常費用－(受託工事費＋材料及び不用品売却原価＋附帯事業費＋長期前受金戻入)

　・供給単価、給水原価の算定は、総務省の「地方公営企業決算状況調査」に基づき行っている。

供給単価・給水原価・料金回収率の状況表 

(単位：円）

　　　区    分

供 給 単 価 Ａ

給 水 原 価 Ｂ

販　売　差　益 〔差損〕

（ Ａ － Ｂ ）

　料　金　回　収　率

（ Ａ / Ｂ ）

令和７年度 令和６年度
対前年度

比較増減

前年度

対　比

(%)
構成比

(%)

構成比

(%)

給

水

原

価

内

訳

資 本 費

32.94 32.94 32.94 32.94 32.94
31.26 32.52 31.74

30.16 30.22

105.36
101.29

103.80

109.23 108.99

20 

25 

30 

35 

40 

45 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

（単位：円）

60 

70 

80 

90 

100 

110 

120 

（単位：％）供 給 単 価 ・ 給 水 原 価 ・料 金 回 収 率 の 推 移

供給単価 給水原価 料金回収率
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632,135,081 520,306,883 111,828,198 121.5

632,126,641 520,298,443 111,828,198 121.5

土 地 2,692,017 2,692,017 0 100.0

構 築 物 495,312,489 370,472,482 124,840,007 133.7

機 械 及 び 装 置 53,074,247 46,547,729 6,526,518 114.0

車 両 運 搬 具 40,266 40,266 0 100.0
工 具 ・ 器 具

及 び 備 品 80,070 219,235 △ 139,165 36.5

建 設 仮 勘 定 80,927,552 100,326,714 △ 19,399,162 80.7

8,440 8,440 0 100.0

337,890,933 359,877,577 △ 21,986,644 93.9

236,624,970 289,837,333 △ 53,212,363 81.6

41,273,601 27,751,244 13,522,357 148.7

782,362 782,362 皆増

59,210,000 42,289,000 16,921,000 140.0

970,026,014 880,184,460 89,841,554 110.2

166,122,415 70,869,620 95,252,795 234.4

135,129,120 42,100,000 93,029,120 321.0

30,993,295 28,769,620 2,223,675 107.7

26,202,088 66,785,425 △ 40,583,337 39.2

3,770,880 3,770,880 皆増

20,332,010 63,774,287 △ 43,442,277 31.9

135,020 125,600 9,420 107.5

1,964,178 2,885,538 △ 921,360 68.1

32,541,391 26,781,960 5,759,431 121.5

66,465,221 58,729,799 7,735,422 113.2

△ 33,923,830 △ 31,947,839 △ 1,975,991 106.2

224,865,894 164,437,005 60,428,889 136.7

458,076,294 458,076,294 0 100.0

287,083,826 257,671,161 29,412,665 111.4

7,796,000 7,796,000 0 100.0

279,287,826 249,875,161 29,412,665 111.8

745,160,120 715,747,455 29,412,665 104.1

970,026,014 880,184,460 89,841,554 110.2

比 較 貸 借 対 照 表 （ 抜 粋 ）
（単位：円）

令和７年度 令和６年度

対前年度
比較増減

前 年 度
対 比

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ Ａ/Ｂ (%)

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

投資その他の資産

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

未 収 金

貯 蔵 品

前 払 金

資 産 合 計

固 定 負 債

企 業 債

引 当 金

流 動 負 債

企 業 債

未 払 金

預 り 金

引 当 金

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

負 債 合 計

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

区　 　分

４　財　政　状　態 

財政状態を表す貸借対照表については、次表のとおりである。（別表３．Ｐ60～61を参照） 
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(1)　資　産 

当年度末における資産総額は 9 億 7,002 万 6,014 円で、前年度末と比較し 8,984 万 1,554

円（ 10.2％）増加している。資産の内訳は、固定資産 6 億 3,213 万 5,081 円、流動資産 3

億 3,789 万 933 円となっている。　 

前年度末と比較し、固定資産は 1 億 1,182 万 8,198 円（ 21.5％）増加しているが、これ

は、建設改良工事に伴う固定資産の取得によるものである。 

流動資産は 2,198 万 6,644 円（△ 6.1％）減少しているが、これは主に、現金及び預金が

減少したことによるものである。 

 

(2)　負　債 

当年度末における負債総額は 2 億 2,486 万 5,894 円で、前年度末と比較し 6,042 万 8,889

円（ 36.7％）増加している。負債の内訳は、固定負債 1 億 6,612 万 2,415 円、流動負債 2,620

万 2,088 円、繰延収益 3,254 万 1,391 円となっている。 

固定負債の主なものは、企業債 1 億 3,512 万 9,120 円であり、前年度末と比較し 9,302 万

9,120 円（ 221.0％）増加している。引当金は、前年度末と比較し増加している。 

流動負債の主なものは、未払金 2,033 万 2,010 円であり、前年度末と比較し、4,344 万

2,277 円（△ 68.1％）減少している。 

繰延収益は、前年度末と比較し 575 万 9,431 円（ 21.5％）増加している。これは、長期

前受金が増加したことによるものである。 

 

(3)　資　本 

当年度末における資本総額は 7 億 4,516 万 120 円で、前年度末と比較し 2,941 万 2,665 円

（ 4.1％）増加している。資本の内訳は、資本金 4 億 5,807 万 6,294 円、剰余金 2 億 8,708

万 3,826 円となっている。 

資本金は全額が自己資本金で、前年度末と同額である。 

剰余金の内訳は、資本剰余金が前年度末と同額の 779万 6,000円、利益剰余金は 2億 7,928

万 7,826 円で、前年度末と比較し 2,941 万 2,665 円（ 11.8％）増加している。 

この増加の理由は、当年度純利益が 2,941 万 2,665 円生じたことによるものである。 
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(4)　企業債の借入及び償還状況 

企業債の借入及び償還状況については、次表のとおりである。 

 

企業債の借入及び償還状況の年度比較表 

 

 

　　　前年度末における企業債未償還残高は 4,210 万円である。当年度の新規借入額は 9,680 万

円で、当年度の元利償還額は 148 万 3,690 円となっている。 

　　　当年度末における未償還残高は 1 億 3,890 万円となっている。 

 

元　金 利　息 合　計

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｃ＋Ｄ  Ａ+Ｂ-Ｃ

対前年度比較増減

(Ｆ－Ｅ)

前年度対比 % % % % % %

(Ｆ／Ｅ) － 229.9 － － － 329.9

（単位：円）

当　年　度　償　還　額

区　　分

前 年 度 末
未 償 還 残 高

新規借入額
当 年 度 末
未 償 還 残 高

令和６年度　Ｅ 42,100,000 42,100,000

令和７年度　Ｆ 42,100,000 96,800,000 1,483,690 1,483,690 138,900,000

42,100,000 54,700,000 1,483,690 1,483,690 96,800,000
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（単位：％）

資本合計＋繰延収益

負 債 資 本 合 計

固 定 資 産

固定負債＋資本合計＋繰延収益

流 動 資 産

流 動 負 債

現金預金+(未収金-貸倒引当金)

流 動 負 債

営業収益＋営業外収益

営業費用＋営業外費用

供 給 単 価

給 水 原 価

有形固定資産減価償却累計額

有 形 固 定 資 産 の う ち

償 却 対 象 資 産

法 定 耐 用 年 数 を

経 過 し た 管 路 延 長

管 路 延 長

当該年度に更新した管路延長

管 路 延 長

注　算式欄における用語は次のとおりである。

    ・資本合計＝資本金＋剰余金＋評価差額等

    ・供給単価＝給水収益／有収水量

    ・給水原価＝給水費用／有収水量

主 要 な 経 営 指 標 の 状 況

区　　　　分 算       式 令和７年度 令和６年度 令和５年度 令和４年度 令和３年度

自 己 資 本 構 成 比 率
（比率が大きいほどよい）

 ×100 80.17 84.36 90.51 89.87 91.74

固定資産対長期資本比率
（望ましい比率100%以下）

 ×100 66.98 63.97 65.64 68.33 57.27

流 動 比 率
（ 理 想 比 率 200% 以 上 ）

 ×100 1289.56 538.86 659.50 546.06 1075.20

当 座 比 率
（ 理 想 比 率 100% 以 上 ）

 ×100 1060.60 475.54 659.50 546.02 977.07

経 常 収 支 比 率
（比率が大きいほどよい）

 ×100 111.59 111.82 106.39 103.72 110.58

料 金 回 収 率
（比率が大きいほどよい）

 ×100 108.99 109.23 103.80 101.29 105.36

有形固定資産減価償却率
（比率が小さいほどよい）

 ×100 56.15 62.24 60.33 58.03 61.05

管 路 経 年 化 率
（比率が小さいほどよい）

 ×100 75.98 76.91 76.91 76.91 77.66

管 路 更 新 率
（比率が大きいほどよい）

 ×100 0.18 0.00 0.00 0.07 0.00

５　経営指標の状況 

主要な経営指標の状況については、次表のとおりである。（別表４．Ｐ62～63を参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経営の安全性を示す自己資本構成比率は 80.17％で前年度と比較し 4.19 ポイント低下して

いる。 

固定資産投資の安全性を示す固定資産対長期資本比率は 66.98％で、前年度と比較し 3.01

ポイント上昇しているが、望ましいとされる比率（ 100％以下）を示している。 

向こう 1 年の支払能力及び信用度を示す流動比率は 1289.56％で、前年度と比較し 750.7 ポ

イント上昇している。 

当座の支払能力を示す当座比率は 1060.60％で、前年度と比較し 585.06 ポイント上昇して

いる。 

給水収益等の経常収益で、維持管理費や支払利息等の経常費用をどの程度賄えているかを示

す経常収支比率は 111.59％で、前年度と比較し 0.23 ポイント低下している。 

給水に係る費用が、どの程度給水収益で賄えているかを示す料金回収率は 108.99％で、前年

度と比較し 0.24 ポイント低下している。 

経常収支比率及び料金回収率は、ともに 100％を超えていることから、経営の状況は健全で

あり、独立採算であることを示している。 
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施設全体の減価償却の状況を示す有形固定資産減価償却率は 56.15％で、前年度と比較し 

6.09 ポイント低下している。 

法定耐用年数を超えた管路延長の割合を示す管路経年化率は 75.98％で前年度と比較し

0.93 ポイント低下し、当該年度に更新した管路延長の割合を示す管路更新率は 0.18％となっ

ている。  
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６　資金の状況 

キャッシュ・フロー計算書の状況は、次表のとおりである。 

業務活動によるキャッシュ・フローは、本来の業務活動の実施に係る資金の状況を表し、投

資活動によるキャッシュ・フローは、将来に向けた運営基盤の確立のために行われる投資活動

に係る資金の状況を表し、財務活動によるキャッシュ・フローは、資金調達及び返済による資

金の状況を表している。 

 

　　 

業務活動によるキャッシュ・フローは 4,361 万 7,592 円、投資活動によるキャッシュ・フロ

ーはマイナス 1 億 9,362 万 9,955 円、財務活動によるキャッシュ・フローは 9,680 万円とな

っており、その結果、当年度に資金は 5,321 万 2,363 円減少し、資金期末残高は 2 億 3,662 万

4,970 円となっている。 

 

（単位：円）

令和７年度
Ａ

令和６年度
Ｂ

対前年度
比較増減

（Ａ－Ｂ）

当年度純利益（△は純損失） 29,412,665 29,904,502 △ 491,837

減価償却費 22,042,845 24,389,139 △ 2,346,294

固定資産除却費 1,764,530 791,779 972,751

賞与引当金の増減額（△は減少） △ 748,157 △ 702,462 △ 45,695

退職給付引当金の増減額（△は減少） 2,223,675 △ 483,876 2,707,551

長期前受金戻入額 △ 1,985,075 △ 1,984,621 △ 454

受取利息及び受取配当金 △ 132,000 △ 70,000 △ 62,000

支払利息 1,483,690 1,483,690

未収金の増減額（△は増加） △ 5,817,556 △ 1,347,976 △ 4,469,580

未払金の増減額（△は減少） △ 2,511,555 △ 6,478,021 3,966,466

たな卸資産の増減額（△は減少） △ 773,200 △ 773,200

預り金の増減額（△は減少） 9,420 20,050 △ 10,630

44,969,282 44,038,514 930,768

利息及び配当金の受取額 132,000 70,000 62,000

利息の支払額 △ 1,483,690 △ 1,483,690

43,617,592 44,108,514 △ 490,922

有形固定資産の取得による支出 △ 193,629,955 △ 71,264,010 △ 122,365,945

△ 193,629,955 △ 71,264,010 △ 122,365,945

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 96,800,000 42,100,000 54,700,000

96,800,000 42,100,000 54,700,000

△ 53,212,363 14,944,504 △ 68,156,867

289,837,333 274,892,829 14,944,504

236,624,970 289,837,333 △ 53,212,363

キャッシュ・フロー計算書

区分

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

小　　計

業務活動によるキャッシュ・フロー

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

   資金増加額（又は減少額）

   資金期首残高

   資金期末残高
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（単位：円）

25,728,893 0 25,728,893 100.0 0 0 25,622,058 25,622,058

25,622,058 25,622,058 100.0 0 25,622,058 25,622,058

その他 106,835 106,835 100.0 0 0

1,982,646 1,982,646 100.0 0 7,211,489 7,211,489

39,705 39,705 100.0 0 7,744,506 7,744,506

695,548 695,548

27,751,244 0 27,751,244 100.0 0 0 41,273,601 41,273,601

未 　収 　金 　明 　細 　表

過   年   度   分   未   収   金

収入率 未収金計

C/(A+B) A+B-C-D

Ａ Ｂ Ｃ (%) Ｄ Ｅ Ｆ  Ｅ + Ｆ 

営 業 収 益

給水収益

営業外収益

資本的収入

その他

合    計

区　 分

当年度分　　　　　

未 収 金

翌年度繰越　　　　　

未  収  金前年度繰越額 更正増減 収入済額
不納欠損

処　　分

７　未収金の状況 

当年度末現在における未収金の状況は、次表のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

未収金の前年度繰越額は 2,775 万 1,244 円であり、全て収入済となっている。 

翌年度繰越未収金は 4,127 万 3,601 円で、その内訳は、営業収益 2,562 万 2,058 円、営業

外収益 721 万 1,489 円、資本的収入 774 万 4,506 円、その他 69 万 5,548 円である。 

なお、当該未収金は、公営企業会計が発生主義により経理を行うため、収入期が翌年度４

月以降に到来するものである。 
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８　む  す  び  

以上が、当年度の下関市工業用水道事業会計の決算報告書及び財務諸表等を審査した結果の概

要である。 

あらためて当年度の業務実績をみると、給水状況は、給水社数が前年度と同数の 8 社で、1 日

当たりの契約水量は前年度と同量の 2 万 2,810 ㎥となっている。 

建設改良工事の状況は、工業用水道 250mm 計量器取替業務等を施行したほか、「工業用水道配水

管路耐震化計画」に基づき、細江町二丁目の配水管耐震化工事等を施行している。 

次に、経営成績をみると、総収益は、前年度と比較すると 5 万 8,828 円（ 0.0％）増加し 2 億

8,303 万 3,307 円となり、総費用は、前年度と比較し 55 万 665 円（ 0.2％）増加し 2 億 5,362

万 642 円となっている。この結果、当年度は 2,941 万 2,665 円の純利益となった。 

一方で財政状況は、流動比率 1289.56％、当座比率 1060.60％と短期支払能力は極めて高い反

面、耐震化事業の財源に企業債活用を図ったことにより、期末の企業債残高が 1 億 3,890 万円に

増加するとともに、自己資本構成比率は 80.17％（△ 4.19P）へ低下している。また、投資活動

による支出が増加したことから、資金は当年度で 5,321 万 2,363 円減少となった。 

次に、収益構造をみると、有収水量 1 ㎥当たりの供給単価と給水原価の関係は、前年度同様、

差益となっているものの、耐震化事業に係る企業債の借入に伴う支払利息の発生などから給水原

価が 30.22 円と前年度比 0.06 円上昇したことにより、差益は 2.72 円と前年度と比較し 0.06 円

減少している。このため、料金回収率も 108.99％となり、前年度と比較し 0.24 ポイント低下し

ている。 

施設面においては、耐震管の新設による既設管路との複線化（2 条化）を優先的に行っている

ことから、管路経年化率が 75.98％と高く、管路更新率も 0.18％と低い状況であるものの、有形

固定資産の減価償却率はおおむね 60％前後での横ばいを維持している。 

こうした中、本会計においては、営業収益の大部分を占める給水収益の大幅な増益が厳しい状

況の中で、今後も課題である老朽化した管路の更新や複線化（2 条化）を含む耐震化等の大規模

な設備投資が計画されている。このため、投資活動を継続的に実施して行く上では、「資金繰り」

と「債務（企業債）」の管理をより強化し、財源を含めた資金の確保が重要であると思料する。 

さらには、物価高騰や金利の上昇といった不安要素に加え、ＤＸ（デジタルトランスフォーメ

ーション）や脱炭素化の推進などの社会経済の変化への対応も求められており、経営環境はます

ます厳しさを増すものと思料する。 

なお、令和８年度に経済産業省補助金（強靭化事業）が採択されている点は財源確保上の前進

であると評価できる。 

本事業の本市の産業への貢献度を考慮すれば、安定的な給水体制の確保は不可欠であることか

ら、健全な財務状況の持続性を確保しつつ、施設の老朽化対策という構造的課題に対応するため、

より一層効率的かつ効果的な事業経営が図られることを期待する。 

将来にわたり、安全、安心で安定した給水体制を維持できるよう、令和７年度に策定された「下
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関市上下水道局中長期ビジョン（経営戦略）」に基づく施策や取組を着実に実行され、安定的で持

続可能な事業運営を推進されるよう望むものである。
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別表１ 令和７年度 ５６

別表２ 令和７年度 ５８

別表３ 令和７年度 ６０

別表４ 令和７年度 ６２

資　　　　　料

下関市工業用水道事業会計予算決算対照表 ････････････････

下関市工業用水道事業会計比較損益計算書 ････････････････

下関市工業用水道事業会計比較貸借対照表 ････････････････

下関市工業用水道事業会計経営分析表 ････････････････
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別　　表　１

（ 収 益 的 収 支 の 部 ）

項

315,888,000 316,188,267 100.1

301,679,000 301,679,070 100.0

給 水 収 益 301,679,000 301,679,070 100.0

14,199,000 14,499,611 102.1

受 取 利 息 及 び 配 当 金 70,000 132,000 188.6

長 期 前 受 金 戻 入 2,009,000 1,985,075 98.8

雑 収 益 7,314,000 7,317,301 100.0

消費税及び地方消費税還付金 4,806,000 5,065,235 105.4

10,000 9,586 95.9

過 年 度 損 益 修 正 益 10,000 9,586 95.9

288,489,000 273,912,299 94.9

281,297,000 272,426,935 96.8

原 水 費 218,787,000 218,786,055 100.0

配 水 費 21,520,668 15,495,149 72.0

総 係 費 15,201,332 14,338,356 94.3

減 価 償 却 費 21,880,000 22,042,845 100.7

資 産 減 耗 費 3,908,000 1,764,530 45.2

2,179,000 1,485,364 68.2

支払利息及び企業債取扱諸費 2,176,326 1,483,690 68.2

雑 支 出 2,674 1,674 62.6

13,000 0.0

過 年 度 損 益 修 正 損 13,000 0.0

5,000,000 0.0

予 備 費 5,000,000 0.0

令和７年度　下関市工業用

区　　　　　分 執 行 率

款 目 （%）

工 業 用 水 道 事 業 収 益

営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益

工 業 用 水 道 事 業 費 用

営 業 費 用

営 業 外 費 用

特 別 損 失

予 備 費

予    算    額 決    算    額
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水道事業会計予算決算対照表

（ 資 本 的 収 支 の 部 ）
　（単位：円）

項

223,660,000 104,544,506 46.7

212,400,000 96,800,000 45.6

工 業 用 水 道 事 業 債 212,400,000 96,800,000 45.6

11,260,000 7,744,506 68.8

移 設 負 担 金 11,260,000 7,744,506 68.8

306,949,300 148,603,921 48.4

306,949,300 148,603,921 48.4

配 水 施 設 費 13,900,700 13,900,700 100.0

耐 震 化 事 業 費 293,048,600 134,703,221 46.0

区　　　　　分 執 行 率

款 目 （%）

資 本 的 収 入

企 業 債

工 事 負 担 金

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

予    算    額 決    算    額
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別　  表　２

対前年度 前年度

金    額 金    額 比較増減 対  比

Ａ Ｂ  Ａ－Ｂ Ａ/Ｂ (%)

252,135,278 99.4 253,064,733 100.0 △ 929,455 99.6 

原 水 費 198,896,416 78.4 198,896,416 78.6 0 100.0 

配 水 費 15,280,170 6.0 15,741,643 6.2 △ 461,473 97.1 

総 係 費 14,151,317 5.6 13,245,756 5.2 905,561 106.8 

減 価 償 却 費 22,042,845 8.7 24,389,139 9.6 △ 2,346,294 90.4 

資 産 減 耗 費 1,764,530 0.7 791,779 0.3 972,751 222.9 

1,485,364 0.6 1,485,364 皆増 

支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費 1,483,690 0.6 1,483,690 皆増 

雑 支 出 1,674 0.0 1,674 皆増 

5,244 0.0 △ 5,244 皆減 

過 年 度 損 益
修 正 損 5,244 0.0 △ 5,244 皆減 

253,620,642 100.0 253,069,977 100.0 550,665 100.2 

29,412,665 29,904,502 △ 491,837 98.4 

283,033,307 282,974,479 58,828 100.0 

令和７年度　下関市工業用

令和７年度 令和６年度

区       分

営 業 費 用

営 業 外 費 用

特 別 損 失

 小     計

当 年 度 純 利 益

 合     計

構成比
(%)

構成比
(%)
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水道事業会計比較損益計算書

（単位：円） 

対前年度 前年度

金    額 金    額 比較増減 対  比

Ｃ Ｄ  Ｃ－Ｄ Ｃ/Ｄ (%)

274,253,700 96.9 274,261,400 96.9 △ 7,700 100.0 

給 水 収 益 274,253,700 96.9 274,253,700 96.9 0 100.0 

受 託 給 水 工 事
収 益 7,700 0.0 △ 7,700 皆減 

8,770,021 3.1 8,704,476 3.1 65,545 100.8 

受 取 利 息 及 び
配 当 金 132,000 0.0 70,000 0.0 62,000 188.6 

長期前受金戻入 1,985,075 0.7 1,984,621 0.7 454 100.0 

雑 収 益 6,652,946 2.4 6,649,855 2.3 3,091 100.0 

9,586 0.0 8,603 0.0 983 111.4 

過 年 度 損 益
修 正 益 9,586 0.0 8,603 0.0 983 111.4 

283,033,307 100.0 282,974,479 100.0 58,828 100.0 

283,033,307 282,974,479 58,828 100.0 

令和７年度 令和６年度

区       分

営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益

 小     計

 合     計

構成比
(%)

構成比
(%)
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別　  表　３

対前年度 前年度

金    額 金    額 比較増減 対  比

Ａ Ｂ  Ａ－Ｂ Ａ/Ｂ (%)

970,026,014 100.0 880,184,460 100.0 89,841,554 110.2 

632,135,081 65.2 520,306,883 59.1 111,828,198 121.5 

632,126,641 65.2 520,298,443 59.1 111,828,198 121.5 

土 地 2,692,017 0.3 2,692,017 0.3 0 100.0 

構 築 物 495,312,489 51.1 370,472,482 42.1 124,840,007 133.7 

機械及び装置 53,074,247 5.5 46,547,729 5.3 6,526,518 114.0 

車 両 運 搬 具 40,266 0.0 40,266 0.0 0 100.0 

工 具 ・ 器 具
及 び 備 品 80,070 0.0 219,235 0.0 △ 139,165 36.5 

建 設 仮 勘 定 80,927,552 8.3 100,326,714 11.4 △ 19,399,162 80.7 

8,440 0.0 8,440 0.0 0 100.0 

そ の 他 投 資 8,440 0.0 8,440 0.0 0 100.0 

337,890,933 34.8 359,877,577 40.9 △ 21,986,644 93.9 

236,624,970 24.4 289,837,333 32.9 △ 53,212,363 81.6 

41,273,601 4.3 27,751,244 3.2 13,522,357 148.7 

782,362 0.1 782,362 皆増 

59,210,000 6.1 42,289,000 4.8 16,921,000 140.0 

970,026,014 100.0 880,184,460 100.0 89,841,554 110.2 

令和７年度下関市工業用

令和７年度 令和６年度

資 産

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

投 資
そ の 他 の 資 産

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

未 収 金

貯 蔵 品

前 払 金

合     計

区      分 構成比
(%)

構成比
(%)
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水道事業会計比較貸借対照表

（単位：円） 

対前年度 前年度

金    額 金    額 比較増減 対  比

Ｃ Ｄ Ｃ－Ｄ Ｃ/Ｄ(%)

224,865,894 23.2 164,437,005 18.7 60,428,889 136.7 

166,122,415 17.1 70,869,620 8.1 95,252,795 234.4 

135,129,120 13.9 42,100,000 4.8 93,029,120 321.0 

建設改良等の財源に
充てるための企業債 135,129,120 13.9 42,100,000 4.8 93,029,120 321.0 

30,993,295 3.2 28,769,620 3.3 2,223,675 107.7 

退 職 給 付
引 当 金 30,993,295 3.2 28,769,620 3.3 2,223,675 107.7 

26,202,088 2.7 66,785,425 7.6 △ 40,583,337 39.2 

3,770,880 0.4 3,770,880 皆増 

20,332,010 2.1 63,774,287 7.2 △ 43,442,277 31.9 

135,020 0.0 125,600 0.0 9,420 107.5 

1,964,178 0.2 2,885,538 0.3 △ 921,360 68.1 

賞 与 引 当 金 1,964,178 0.2 2,885,538 0.3 △ 921,360 68.1 

32,541,391 3.4 26,781,960 3.0 5,759,431 121.5 

66,465,221 6.9 58,729,799 6.7 7,735,422 113.2 

△ 33,923,830 △ 3.5 △ 31,947,839 △ 3.6 △ 1,975,991 106.2 

745,160,120 76.8 715,747,455 81.3 29,412,665 104.1 

458,076,294 47.2 458,076,294 52.0 0 100.0 

287,083,826 29.6 257,671,161 29.3 29,412,665 111.4 

7,796,000 0.8 7,796,000 0.9 0 100.0 

そ の 他
資 本 剰 余 金 7,796,000 0.8 7,796,000 0.9 0 100.0 

279,287,826 28.8 249,875,161 28.4 29,412,665 111.8 

利 益 積 立 金 13,920,000 1.4 13,920,000 1.6 0 100.0 

建 設 改 良
積 立 金 118,775,294 12.2 88,870,792 10.1 29,904,502 133.6 

当年度未処分
利 益 剰 余 金 146,592,532 15.1 147,084,369 16.7 △ 491,837 99.7 

970,026,014 100.0 880,184,460 100.0 89,841,554 110.2 

令和７年度 令和６年度

負 債

固 定 負 債

企 業 債

引 当 金

流 動 負 債

企 業 債

未 払 金

預 り 金

引 当 金

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

資 本

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

合     計

区      分 構成比
(%)

構成比
(%)
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別　  表　４

固　定　資　産 円

固定資産＋流動資産＋繰延資産 円

固 定 負 債 円

負債資本合計 円

資本合計＋繰延収益 円

負債資本合計 円

固　定　資　産 円

資本合計＋繰延収益 円

固　定　資　産 円

固定負債＋資本合計＋繰延収益 円

流　動　資　産 円

流　動　負　債 円

現金預金＋（未収金－貸倒引当金） 円

流　動　負　債 円

総　　収　　益 円

総　　費　　用 円

営業収益－受託工事収益 円

営業費用－受託工事費用 円

営業収益＋営業外収益 円

営業費用＋営業外費用 円

供　給　単　価 円

給　水　原　価 円

有形固定資産減価償却累計額 円

有 形 固 定 資 産 の う ち
償 却 対 象 資 産

円

法定耐用年数を経過した管路延長 ｍ

管　路　延　長 ｍ

当該年度に更新した管路延長 ｍ

管　路　延　長 ｍ

  (注)算式欄における用語は、次のとおりである。

資本合計＝資本金＋剰余金＋評価差額等

供給単価＝給水収益／有収水量

給水原価＝給水費用／有収水量

令和７年度下関市工業用

算          式 基 礎 数 値 比 率(%)

632,135,081 

970,026,014 

166,122,415 

970,026,014 

777,701,511 

970,026,014 

632,135,081 

777,701,511 

632,135,081 

943,823,926 

337,890,933 

26,202,088 

277,898,571 

26,202,088 

283,033,307 

253,620,642 

274,253,700 

252,135,278 

283,023,721 

253,620,642 

32.94

30.22

702,424,698 

1,250,931,770 

8,230 

10,832 

19 

10,832 

分
析
項
目

区        分
令和７年度

構　

成　

比　

率

固 定 資 産 構 成 比 率  ×100 65.17

固 定 負 債 構 成 比 率  ×100 17.13

自 己 資 本 構 成 比 率  ×100 80.17

固 定 比 率  ×100 81.28

固定資産対長期資本比率  ×100 66.98

流 動 比 率  ×100 1289.56

当 座 比 率  ×100 1060.60

総 収 支 比 率  ×100 111.60

営 業 収 支 比 率  ×100 108.77

経 常 収 支 比 率  ×100 111.59

料 金 回 収 率  ×100 108.99

そ

の

他

有形固定資産減価償却率  ×100 56.15

管 路 経 年 化 率  ×100 75.98

管 路 更 新 率  ×100 0.18

財

務

比

率

収

益

比

率
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水道事業会計経営分析表

令和 令和 令和 令和

６年度 ５年度 ４年度 ３年度

比 率(%) 比 率(%) 比 率(%) 比 率(%)

説                      明

59.11 61.84 63.80 54.87
　資産合計（固定資産・流動資産・繰延資産）に対する
固定資産の占める割合で、これが大であれば、資本が固
定化の傾向にある。

8.05 3.71 3.50 4.06 　固定負債構成比率、自己資本構成比率は負債資本合計
とこれを構成する固定負債、自己資本（資本金・剰余
金・評価差額等・繰延収益）の関係を示すもので、固定
負債構成比率が小であり、自己資本構成比率が大である
ほど、経営の安全性が大きいといえる。84.36 90.51 89.87 91.74

70.07 68.33 70.99 59.81
　固定資産は自己資本によって賄われるべきであるとす
る企業財政上の原則から、100％以下が好ましいとされ
ている。

63.97 65.64 68.33 57.27

固定資産を形成した長期の安定した資金の割合を示
し、100％を下回っていることが必要とされ、超える場
合は、固定資産の整備を流動負債で賄っていることを表
す。

538.86 659.50 546.06 1075.20

　１年以内に現金化できる資産と、１年以内に返済すべ
き負債とを比較するもので、企業の支払能力、信用度を
判定するのに用いる。収益性を害さない限り、200％以
上あることが理想である。

475.54 659.50 546.02 977.07
　当座資産と流動負債とを対比させたもので、100％以
上が理想である。

111.82 106.39 103.72 110.59
　総収益と総費用を対比させたもので､100％未満の場合
は、赤字決算である。

108.37 103.02 100.68 104.73
　業務活動の能率を示すもので、経営活動の成否が判断
される。

111.82 106.39 103.72 110.58
　給水収益や一般会計繰入金等の収益で、維持管理費や
支払利息等の費用をどの程度賄えているかを表す指標で
ある。

109.23 103.80 101.29 105.36
　給水に係る費用が、どの程度給水収益で賄えているか
を表した指標であり、料金水準等を評価することが可能
である。

62.24 60.33 58.03 61.05
　有形固定資産のうち償却対象資産の減価償却がどの程
度進んでいるかを表す指標である。

76.91 76.91 76.91 77.66
　法定耐用年数を超えた管路延長の割合を表す指標であ
る。

0.00 0.00 0.07 0.00
　当該年度に更新した管路延長の割合を表す指標であ
る。
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